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フィリピンの紛争とセキュリティ・ガバナンス
―国内安全保障における非国家武装主体の役割―

山根　健至＊　

はじめに

フィリピンでは 1946年の独立以来、複数の武装勢力が、各々の目的達成

のため長きにわたる反政府武装闘争を続けてきた。南部のミンダナオ島の一

部地域では、イスラム教徒の組織が独立や自治の拡大を求める武装闘争を、

また、フィリピン各地で共産主義勢力が武力革命を目指した闘争を続けてき

た。こうした武装反乱を鎮圧する（あるいは和平を結ぶ）ことは、歴代の

フィリピン政府にとって常に国内安全保障上の重要課題であったが、依然と

して解決できていない問題である。

後述するように、本稿の対象となるミンダナオ島の紛争地域では、紛争の

構造や主体の関係が複雑で流動的であるため、国内安全保障上の目的は、反

政府武装勢力への対応（鎮圧作戦・和平交渉・自治の付与など）、紛争地へ

の統治力の浸透（治安の確立、武装解除、開発など）、有力政治一族間の抗

争の仲裁、テロ・犯罪組織の殲滅など多岐にわたる。

こうした状況下、同地域における安全保障には、フィリピン国軍、国家警

察、国軍と警察の補助部隊、民兵、自警団、政治家の私兵団などの国家・非

国家の武装主体と、政府諸機関、市民社会組織、国際停戦監視団、国際機関、

先進国ドナー、国際 NGOなど国内外の国家・非国家の非武装主体を含む多

様な主体がそれぞれの役割を担う状況、つまりセキュリティ・ガバナンスの

概念で補足し得る状況が生まれている。
＊  福岡女子大学専任講師
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本稿では、フィリピンの国内安全保障において、安全保障上の課題にフィ

リピン政府が対応するなかで生じてきたセキュリティ・ガバナンスの状況

を、ミンダナオ島の紛争地域を取り上げ、政府の国内安全保障政策および私

兵団を有する政治一族の役割との関連で検討し実態を明らかにする。

セキュリティ・ガバナンスという概念は、関わる「主体」の属性（国家・

非国家、武装の有無、主体の領域性など）や「安全保障」の対象（誰にとっ

ての安全保障か）により問題設定に幅が生じる。また、ミンダナオの紛争地

域におけるセキュリティ・ガバナンスに関与する主体の多様性や紛争構造の

複雑性を考慮すると、同地域のセキュリティ・ガバナンスの実態を包括的に

把握するには広範な分析が必要となる。こうした点を踏まえ、本稿では、分

析の焦点を明確にするため、主体を国内の武装主体、安全保障を国家安全保

障に絞りたい。すなわち本稿では、ミンダナオの紛争地域におけるセキュリ

ティ・ガバナンスの分析の一部として、国内安全保障上一定の役割を果たし

ている非国家武装主体の役割を検討し、セキュリティ・ガバナンスの理解に

示唆を得ることを主な課題としたい。

1.　ミンダナオ紛争と国内安全保障

1946年の独立以降、フィリピンの国家安全保障の課題は常に国内的なもの

であった。なかでも、武力による政府転覆を企てフィリピン各地で武装闘争

を繰り広げる共産主義勢力と、ミンダナオ島のムスリム居住地域の独立や自

治の拡大を求めるイスラム武装勢力にどのように対処するのかが、国内安全

保障上の優先的課題であった。そしてこうした課題に歴代の政府は、武力鎮

圧作戦や和平交渉を通して取り組んできた。本節では、本稿の分析対象であ

るミンダナオ紛争について、その展開と政府の対応を概観し、安全保障の目

的と手法を確認したい。
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（1）　フィリピン南部における武力紛争の歴史的背景

ミンダナオ紛争と称される南部フィリピンにおける武力紛争は、イスラム

教徒が分離独立を求め武装蜂起した 1970年代に激化して以降、和平に向け

た取り組みが幾度となく挫折し、およそ 40年間続いている。この間に、約

12万人の死者と多数の負傷者や国内避難民を出し、戦火の中で紛争地の人び

との暮らしは深刻な打撃を受けている。

フィリピンではカトリックを中心とするキリスト教徒が全人口の 90％以

上を占め、イスラム教徒はおよそ 5％と圧倒的に少数派である。フィリピン

のイスラム教徒の多くは、ミンダナオ島中部から西部、パラワン島沿岸部、

スールー諸島に集住している。また、マニラ首都圏などの都市部にもコミュ

ニティを形成している。

13世紀ごろ、イスラム商人によってフィリピン群島にイスラム教が伝えら

れ、ミンダナオ島を中心に南部でイスラム化が進んだ。その後、16世紀後半

にフィリピン群島の植民地化に乗り出したスペインにより、北部のルソン地

方と中部のビサヤ地方で住民のキリスト教カトリックへの改宗が進んだ。他

方で、ミンダナオ島やスールー諸島はスペイン支配を免れたことでイスラム

教徒が多数を占める社会が変化しなかった。

1898年の米西戦争に勝利したアメリカは、スペインからフィリピン群島の

領有権を獲得し、イスラム教徒住民が多い南部でも植民地統治を開始した。

アメリカはミンダナオ島の土地や天然資源に注目し、フィリピン北中部から

キリスト教徒の入植者を誘致してミンダナオ開拓を進めた。その後フィリピ

ンは 1946年に独立を果たすが、独立後も政府は入植民誘致によるミンダナ

オ開発政策を推進した。そのため、多数のキリスト教徒入植民がミンダナオ

島に移住し、その結果、南部フィリピンではイスラム教徒が少数派となって

いった。その過程で多くのイスラム教徒住民が土地の権利を失い、政府が展

開するミンダナオ島での開発事業でも、収益の大部分が中央や国外にもたら

され、一般のイスラム教徒の大半は恩恵を享受できなかった。他方で、土地
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収奪や環境破壊などの開発の弊害がイスラム教徒住民の生活に打撃を与え

た。こうした状況下、イスラム教徒の住民たちは、先祖伝来の土地や郷土の

富が外来者によって奪われていくと感じ不満を募らせた 1）。

（2）　イスラム教徒による武装闘争の展開 2）

1970年頃、南部フィリピンの分離独立を目指す武装組織「モロ民族解放戦

線（Moro National Liberation Front: MNLF）」が結成された 3）。1972年 9月、

フェルディナンド・マルコス大統領が戒厳令を布告したことをきっかけに、

フィリピン南部の各地でMNLFによる武装闘争が展開された。これに対して

マルコス政権が大量の国軍兵力を投入し武力鎮圧をはかったため戦闘が激

化、多数の死傷者や避難民が発生した。その後、リビアの仲介でフィリピン

政府と MNLFとの間で和平協定が締結されたが、政府が実権の伴わない名目

的な自治しか認めなかったため、MNLFは戦闘を再開した。

しかし、1996年、フィデル・ラモス政権のもとで MNLFは政府と新たな

和平協定を締結し、協定に基づき創設されたムスリム・ミンダナオ自治地域

（Autonomous Region of Muslim Mindanao: ARMM） において MNLFを中心と

するイスラム教徒による自治が開始された。一方、1980年代半ばにMNLFか

ら分裂して設立された「モロ・イスラーム解放戦線（Moro Islamic Liberation 

Front: MILF）」は、イスラム国家の樹立または高度の自治の獲得を目指して

武装闘争を継続した。現在では MILFが国内最大のムスリム武装勢力となっ

ている。政府はこの MILFとも和平交渉を開始していたが、ジョセフ・エス

トラダ政権下の 2000年、MILFの行動をきっかけに軍事的対決姿勢を強め、

国軍が MILFの拠点に攻撃を開始した。以降、双方の間で激しい戦闘が行わ

れ、国軍が MILFの中枢拠点を陥落させたが、MILFはゲリラ戦により武装闘

争を継続した。

2001年に発足したグロリア・アロヨ政権下では、マレーシア政府の仲介に

より MILFとの和平交渉が断続的に実施された。2008年には、フィリピン政
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府と MILFが、イスラム教徒の先祖伝来の土地における天然資源をイスラム

教徒住民に有利に分配することを認めた覚書に合意した。しかし、新たに自

治地域に組み入れられる地域に利権を持つ実業家や政治家が猛反発し、住民

にも不安が広がった。こうしたなか MILFと国軍との軍事衝突が発生し、60

万人以上の避難民が発生した。結局、最高裁判所が覚書を違憲と判断し、事

実上、和平への取り組みは断たれた。

その後、2010年に就任したベニグノ・アキノ 3世大統領の下で政府と MILF

との非公式会合や極秘交渉がもたれ、2012年 10月、両者の間で和平に向け

た「枠組み合意」が成立した。「枠組み合意」によって MILFは武力闘争によ

る独立を放棄し、「バンサ・モロ」と呼ばれる新たな政治機構の設立を目指

すことになった。その後、基本法制定、ARMMの廃止、移行機関の設立を経

て，2016年に新たな政治機構「バンサ・モロ」が発足すると定められた 4）。

しかし、MILFの一部が和平路線を認めず脱退し、バンサモロ・イスラー

ム自由戦士（Bansamoro Islamic Freedom Fighters: BIFF）を立ち上げ、主に

ミンダナオ島中西部で武装闘争を継続している。さらに 2013年 9月には、

1996年に和平が成立していた MNLFの一部が自派の影響力拡大を目論み武

装蜂起し、問題の複雑さを再認識させた。

1980年代後半以降、ミンダナオ島の紛争地域における安全保障の主対象は

MNLFから MILFへと変遷しているが、政府が和平交渉と武力鎮圧を組み合

わせた手法を用いてきたことは共通している。また、和平交渉停滞、武力衝

突、交渉相手の分裂などを繰り返す状況下、和平交渉に加えて常に武力とい

うものが安全保障の主要な手段として位置づけられてきた。そのため、フィ

リピンの紛争地域におけるセキュリティ・ガバナンスを分析する際、武装主

体の役割に焦点を当てることが不可欠である。

しかし、後述するように、紛争の構造が複雑であるため、それを反映して

セキュリティ・ガバナンスに関与する武装主体も多岐にわたる。次節ではセ

キュリティ・ガバナンスを担う主な非国家武装主体について検討する。
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2.　  非国家武装主体と国内安全保障：セキュリティ・ガバナンスのア
クター

ここでは、国内安全保障を担う非国家（半国家）武装主体を取り上げ、セ

キュリティ・ガバナンスの形成にどのような組織が関与しているのかを検討

する。

フィリピンの紛争地では一般的に、国軍や国家警察が軍事作戦遂行や治安

維持の一環として補助部隊（auxiliary forces／ force multipliers）を用いてい

る。それはミンダナオ島のイスラム勢力やフィリピン各地に点在する共産主

義勢力の武装反乱に対して、国軍や国家警察の正規部隊のみでは対応できな

いためである。国軍の補助部隊は、法的には予備役部隊として位置づけられ、

政府より武器弾薬および手当等が支給され、国軍の指揮下で作戦に参加す

る。国家警察の補助部隊は非武装組織として法的に位置付けられ、警察への

治安情報提供などの役割を担う。いずれも政府公認の組織で国家アクターの

指揮・監督下で活動するが、後述するようにグレーゾーンの多い組織である。

そのため、準軍組織や民兵などと呼ばれ、国家主体というよりも「半」国家

の主体として捉える、あるいは非国家主体との関係で捉える方が適切な組織

である。また、国家との関係がより曖昧で複雑な、あるいは希薄に見える自

警団や政治家の私兵団なども、国内安全保障の一端を担う非国家武装主体で

ある。

（1）　国軍の補助部隊

国内安全保障に関連する活動において補助部隊や民兵を用いることは、

フィリピンでは長らく行われてきたことである。独立直後から、歴代政権の

下で、農民や共産主義勢力の反乱を鎮圧するために民兵が用いられた。1968

年以降は、国軍が公式に予備役の補助部隊を組織し、継続的に維持、発展、

配備してきた。
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1960年代に組織化されたバリオ自警団（Bario Self Defense Force: BSDF）

が、マルコス政権下で民間郷土防衛隊（Civilian Home Defense Force: CHDF）

に改変され、1986年の民主化後に一度は廃止が宣言されたが、共産主義勢力

である新人民軍の伸長に対処するため、結局、市民軍地域部隊（Citizen Armed 

Forces Geographical Unit: CAFGU）に名前を変え維持し、今日まで存続して

いる。

CAFGUは法規定のある正規の予備役部隊である。法的根拠は、憲法に記

された「市民軍（citizen armed force）」の規定 5）と 1991年に制定された「国

軍予備役法」にある。後者では、CAFGUが国軍予備役部隊に不可欠の部隊

であると記されている 6）。

CAFGUの要員には、配備される地域の地元住民が採用される。地方自治

体の首長や地方経済界の幹部などの推薦を受けた候補者から、同地域の国軍

部隊司令官が選抜することになっている。採用された CAFGUの要員は、公

式の軍事訓練を受け、予備役兵としての公式識別番号を付与され、国軍の指

揮命令系統に組み込まれ、国軍部隊司令官の直接の統制・監督下に置かれ、

国軍の法規、規則に従うことが求められる。また、国軍から手当や各種給付

金を受け取る 7）。CAFGU要員は、1ヶ月のうち 15日間任務に就き、配備さ

れている地域の警備・治安維持や国軍の作戦への参加といった任務をこな

す 8）。

CAFGUについては、前身の CHDFと同様、人権侵害、権限濫用、政治家

との癒着などが問題となり、市民社会や国際社会から解体を求める声が噴出

した。こうしたことから、1990年代の新人民軍の弱体化や MNLFとの和平

推進などもあって、1993年に当時のラモス大統領が CAFGUなどの解体を宣

言した。しかし、それは完全には実施されなかった。1993年から 2000年の

間に CAFGUの数は減少したが、エストラダ政権（1998年～ 2001年）とア

ロヨ政権（2001年～ 2010年）下での MILFとの戦闘激化や新人民軍の勢力

増強を受けた反乱鎮圧作戦の強化の下で CAFGUが重用されたため、2001年
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以降、再び増加した。

国軍の兵員数が約 12万人であるのに対して、CAFGUの数は表のように推

移しており、国内安全保障の主要な武装主体となっていることがわかる。ま

た、その大部分がミンダナオ島に配備されている。

表 1　CAFGU要員数の推移（1988 年～ 2007 年）

出典：Herman Joseph S. Kraft, “The Foibles of an Armed Citizenry: Armed Auxiliaries of the 
State and Private Armed Groups in the Philippines（Overview）”, Soliman M. Santos, Jr. and 
Paz Verdades M. Santos, Primed and Purposeful: Armed Groups and Human Security 

Efforts in the Philippines, South-South Network for Non-State Armed Groups Engagement, 
Small Arms Survey, 2010, p. 192, Center for Humanitarian Dialogue, Armed Violence in 

Mindanao: Militia and Private Armies, Center for Humanitarian Dialogue, 2011, p.19より
筆者作成。

年 要員数
1988 37,360

1989 49,721

1990 69,747

1991 68,211

1992 75,461

1993 67,691

1994 55,581

1995 37,178

1996 36,326

1997 33,716

1998 32,748

1999 32,748

2000 32,748

2001 41,979

2002 51,320

2003 52,220

2004 52,748

2005 52,748

2006 52,748

2007 61,148



141フィリピンの紛争とセキュリティ・ガバナンス

CAFGUは 2タイプに分類される。国軍の反乱鎮圧作戦の一部を担う通常

の CAFGUの他に、地方自治体や企業に配備される Special CAFGU Active 

Auxiliaries（SCAA）が存在する。SCAAは、配備先の自治体や企業から手当

てを支給され、自治体関連施設や要人の警備、地域の治安維持、企業の事業

所の警備などを任務とし、紛争地域では国軍の作戦に動員されることもあ

る。訓練や武器は、国軍と配備先の地方自治体、場合によっては企業から支

給される 9）。

（2）　国家警察の補助部隊

国家警察は通常の治安維持活動のなかで警察補助部隊（Police Auxiliary 

Units: PAUs）と総称される補助部隊を活用している。メンバーは警察によっ

て訓練された市民で、基本的に非武装の組織である。PAUs は様々な名前を

持つが、多くの場合、市民ボランティア組織（Civilian Volunteer Organization: 

CVO）と呼ばれる 10）。PAUs は国家警察に公式に登録されておらず、政府に

より厳格に監督されているわけでもないので、総数は把握されていない 11）。

ここでは CVOについてみていきたい。

アキノ政権下の 1987年に、大統領令 309号により CVOが誕生した。これ

は以前から存在した警察の補助部隊や村落の警備員にまとめて法的根拠を

付与したものと考えられる。

CVOは、地方自治体の平和秩序評議会（Peace and Order Councils）を通じ

て国家警察の補助部隊として機能する。CVOになるには 18歳以上で、犯罪

歴がなく、任務につくバランガイの住人である必要がある。候補者の審査は

バランガイの平和秩序評議会が基準に基づき行う。CVOは非武装でバランガ

イレベルでの治安維持・警備、防犯のための監視、警察の治安維持任務の補

助を主要な任務とする 12）。2003年の数字では、CVOはフィリピン全土にお

よそ 80万人存在した 13）。

本来 CVOは非武装の組織として治安活動に参加し、武装ゲリラや犯罪組
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織に遭遇した場合、攻撃ではなく報告することになっているが 14）、反乱勢力

が強力な紛争地域では、国軍・国家警察や地元の地方自治体首長により武器

弾薬を供与され、武装して反乱鎮圧任務に加わる場合がある 15）。そのため、

CVOも国内安全保障の一端を担う武装主体とみなされる。

国軍の反乱鎮圧作戦では、国軍正規部隊が特定地域において武装勢力を武

力で掃討・無力化した後、同勢力の当該地域への再浸透を防ぐため CAFGU、

警察、CVOが治安維持にあたり掌握することになっている 16）。フィリピン政

府は、補助部隊の CAFGUと CVOを、国家安全保障の促進に欠かせない住民

組織であるとみなしているのである 17）。

（3）　自警団

自警団（vigilantes）は CVOや CAFGUなど国家の治安機構の補助部隊とは

異なり、住民や宗教団体が自身の共同体に対する脅威に対応するために武

装・組織化したもので、自然発生的に生まれた組織である。しかし、共産主

義勢力やムスリム武装勢力との戦闘のため、国軍、政治家、企業などがイニ

シアティブをとり住民や宗教団体を組織的に武装させ自警団を形成する

ケースが多い。新人民軍や MNLF、MILFの活動が活発化した 1970年代～ 80

年代のミンダナオ島では、少なくとも 34のキリスト教の団体が、国軍によ

り武装自警団へと転換され、国軍の反乱鎮圧作戦を支援する役割を担ってい

た 18）。2000年代以降も、反政府武装勢力が勢力を拡大させたり攻勢を強め

たりする際には、武装した自警団が姿を現し、国軍の反乱鎮圧作戦の駒とし

て活動する光景がしばしば見られる。

（4）　政治家の私兵団

国内安全保障に関与する武装主体のなかには、かかる目的で形成されたも

のではない組織もある。政治家が擁する私兵団がその代表格であろう。

国家警察の定義では、私兵団は「政治的・経済的利益を得る目的で威圧す
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るために武器を使用する、合法あるいは非合法に武装した 2人以上の人物か

ら成る組織」とされる 19）。こうした私兵団をフィリピンでは有力政治家が保

持し、自らの政治的・経済的権益の保護・増進、あるいは政治一族間の争い

に活用しているのである。国家警察によれば、2011年 9月の時点で、国会議

員や地方自治体首長などの政治家が保有する私兵団が 30の州で 85確認され

た 20）。

このような私兵団が、国内安全保障において一定の役割を担うことがあ

る。イスラム勢力や共産主義勢力の反政府武装組織が存在する地域では、政

府諸機関や治安機構が不在か極めて存在感が薄く、国家の統治力が及んでい

ない、あるいは非常に弱い状況にある。そうした地域では、反乱鎮圧作戦を

含む治安維持において、その地域に地盤を持つ有力政治一族の力に政府が

頼ってきた。

1970年代に MNLFが武装闘争を開始し国軍との戦闘が激化したスールー

諸島では、MNLFから分離した勢力を政府が取り込み、その指導者を地方自

治体の首長に任命したり武器弾薬を供与したりして、対 MNLFの協力者に仕

立て上げた。彼らの擁する武装組織は首長の私兵団であると同時に、政府の

作戦に協力する治安部隊であった 21）。また、戒厳令以降のマルコス政権下で

は、ミンダナオ島のラナオ地方において、私兵団を擁する有力政治一族で

MNLFと対立するディマポロ家を協力者として、政権と国軍は MNLFによる

武装反乱に対抗した 22）。

このように国内の武装反乱が活発化した 1970年代以降のフィリピンでは、

私兵団を擁する地方の有力政治一族が、非国家主体として国家と協働して安

全保障を担うセキュリティ・ガバナンスの状況が存在してきたのである。

これに密接に関係しているのが、国軍と国家警察の補助部隊の運用実態で

ある。上述した CAFGUや CVOといった補助部隊は法的には国家主体である

が、地域によっては有力政治一族と癒着し、事実上その私的利益に奉仕する

武装組織となり、非国家あるいは「半」国家の武装主体として存在している。
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こうした、半国家の武装主体が用いられることがフィリピンにおけるセキュ

リティ・ガバナンスの特徴となっている。

次節では、非国家主体である有力政治一族や「半」国家主体としての補助

部隊が一定の役割を担うセキュリティ・ガバナンスが形成される要因、およ

び関係アクターのインセンティブを検討する。

3.　  セキュリティ・ガバナンスの形成：紛争構造、制度、インセンティブ

なぜ、政府が私兵団を擁する有力政治一族をパートナーとするセキュリ

ティ・ガバナンスが形成されるのであろうか。ここでは、ミンダナオの紛争

地域に焦点を当て、紛争の構造、補助部隊の制度、政府と有力政治一族のイ

ンセンティブという観点からミンダナオの紛争地域における傾向や特徴を

検討したい。

（1）　紛争構造と政治一族間の抗争

ミンダナオ地方における紛争は、MILFや MNLFなどのイスラム勢力と政

府（国軍）の対立のみにより構成されているのではなく重層性を有している。

その紛争構造を 3つの層に分けることができる。第 1の層は、国家（政府）

と反政府武装勢力との間の民族自決や土地・資源、イデオロギーをめぐる対

立である。具体的には、国軍・国家警察と MILF、MNLF、新人民軍などとの

間の武力衝突や政府との和平交渉が位置付けられる層である。第 2の層は、

政治一族間で発生する経済的利権・資源・土地や地方自治体の政治職をめぐ

る対立である。政治一族には、イスラム教徒、キリスト教徒が含まれ、これ

に先住少数民族を加えて互いに入り乱れ対立している。そしてこの層におけ

る対立が第 1の層の対立と相互関連している。さらにこれらの対立に第 3の

層として、アブサヤフなどの過激派集団や犯罪集団の融通無碍な活動が関係

してくる。このように、多層的な構造のなかに様々な対立関係を持つ主体が
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存在することが、紛争の構造を複雑にしている。

この複雑性は、層を横断して存在し活動する非国家・半国家の治安機構や

武装組織に目を向けるとより明確となる。MILFや MNLF、国軍や国家警察

が武装要員を擁していることはもちろんのこと、多数存在する政治一族が

各々の私兵団を擁しており、また、過激派集団や犯罪集団も武装している。

各層の武装組織は、一時的・便宜的な同盟を通して、あるいは一族間の争い、

犯罪行為、テロ活動などに関与するメンバーを通して、層を横断して関連し

ている。また、アクター間には流動性が存在する。ある個人が、武装反乱組

織、犯罪ネットワーク、国家の治安機構など、複数の所属を便宜的に使い分

けることがある 23）。政治一族の私兵団の一員が同時に政府系補助部隊の要員

であったり、MILF構成員やその親族であったり、武装犯罪集団の一員であっ

たりすることは珍しくない。

本稿の着目点は、このような紛争構造のなかで、私兵団を擁する有力政治

一族が国家安全保障に関連するセキュリティ・ガバナンスに果たす役割であ

るが、まずはその有力政治一族が存在する第 2の層の対立である「リド」に

ついて説明しておきたい。

リドと呼ばれる政治一族間抗争は、「侮辱や不正義に対する復讐のために

行使される一連の報復的暴力によって特徴づけられる、一族や親縁の間の継

続的な敵対状態」のこととされる 24）。

リドはフィリピン各地に存在し、ミンダナオ地方では最も複雑で厄介な紛

争要因となっている。リドは一族間の同盟関係を通して複数の一族を巻き込

む場合もあるし、一族内部で発生する場合もある。最もよく見られる要因は、

土地の権利をめぐる争い、政治職をめぐる争い、名誉や資源に関わる問題な

どである。例えばミンダナオ地方、なかでも ARMMで影響力のある政治一族

は、私兵団を率いて政治支配を争っている 25）。また、一族間に発生したリド

が武力衝突に発展した場合、一族の関係者が所属する複数の武装組織や民族

のアイデンティティなどを介して衝突が垂直・水平に拡大し、国軍や国家警
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察、MILF、MNLFなどの大部隊を巻き込み大規模化することもあり、より広

い紛争や和平の行方に関係するものとなり得る 26）。

以上のような紛争の構造があるため、ミンダナオ地方においては、反政府

武装勢力への対応（鎮圧作戦・和平交渉・自治の付与など）、統治力の浸透

（治安の確立、武装解除、開発など）、私兵を擁する政治一族間の抗争の仲裁、

テロ・犯罪組織の殲滅などといった、諸レベルでの武力衝突の平定が国家安

全保障上の課題となる。しかし、国家の統治が十分に及んでいないこの地域

において、国家主体だけでこれらの課題に対処することはできないため、紛

争の複雑性を構成する当事者である非国家主体を国家がパートナーとする

のである。そのひとつが有力政治一族である。

（2）　インセンティブ：政府と有力政治一族の関係

国家が補助部隊などの多様な武装組織を用いたり私兵団を擁する有力政

治一族と協力したりするインセンティブは何であろうか。また、有力政治一

族が国家と協力するインセンティブとは何であろうか。

フィリピンでは一般的に、政府が補助部隊を組織する主要な要因は、反乱

を鎮圧し国家の統治力を周縁部分まで浸透させるために、地方の地理や住民

の情報に精通した地元住民の協力が必要であることや、正規兵を配備するよ

りも地元住民から成る補助部隊を組織した方が安上がりであることなどが

理由であった 27）。

1990年代初頭には、CAFGUや CVOなどの補助部隊の廃止・解体が模索さ

れたが、国内安全保障に必要不可欠であるとの声が国軍や地方政治家から噴

出し、解体の試みは頓挫した。国軍は 1998年に CAFGUが解体されたと発表

したが、地方では維持し作戦に投入していた。2001年にはアロヨ大統領が、

共産主義勢力との戦闘のため CAFGUを再動員すると発表した。またアロヨ

政権は、CVOを増強し、徐々に武装させていった 28）。

また、政府はミンダナオの紛争地域で MILFに実効支配を許している地域
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があるが（和平交渉中は支配を容認している）、そうした地域に国軍が自由

に立ち入ることはできないし、現地についての情報にも乏しい。そのため、

当該地域における作戦遂行の際、現地についての知識・人脈・資金を持つ地

元の有力政治一族に頼ってきた。その過程で、彼らが擁する私兵団を CAFGU

や CVOなどの補助部隊に加えたり武装させ動員したりして安全保障作戦に

活用してきた。有力政治一族にとっては、自らも敵対する MILFや MNLFと

の争いや他のライバル一族との利権争いに、国家のお墨付きを得た武装組織

を用いることができることを意味する。

このように、政府が非国家武装主体を安全保障に関与させるインセンティ

ブは、国家の限られた兵力や資金を補う、また、地方の情報やアクセスを補

うといった、能力・コストの面にある。政府からすれば、アクセスが困難な

地域において反政府武装勢力の勢力拡大を防ぐ役割や治安維持を担ってく

れる政治一族は、安全保障のパートナーとして利用価値が高い。

加えて、ミンダナオ島の有力政治一族による選挙時の支持・集票を政権が

期待しており、その見返りとして、歴代の政権は、CVOなどの国家機関を利

用して私兵団を形成することを容認してきた 29）。

他方で、有力政治一族が政府と協力するインセンティブは、国家資源への

アクセスである。フィリピンでは地方自治法により、「国内歳入割り当て」と

呼ばれる地方への交付金が中央政府から地方政府に配分されるが、中央との

太いパイプを持つ自治体は多くの割り当てを得ることができる。紛争地域で

国家安全保障に協力することはそのパイプの形成・維持・強化に有益である。

また、地方の政治ポストの独占を目指す政治一族は、政治基盤強化のために

中央との関係を構築する。そして中央とのパイプは経済的・政治的なものに

とどまらない。私兵団を擁する政治一族は、その私兵団を法的に正当化する

ため、国軍や国家警察の補助部隊に私兵団のメンバーを編入し合法的装いを

得ようとする。上述のように、政府は政府側のインセンティブによりそれを

容認する。その際、政治一族側が CAFGUや CVOにかかる費用を負担するこ
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ともあるが、見返りとして保有する武器弾薬に合法的ライセンスを得ること

も可能となる。そしてその私兵団と武器を使って、国軍の反乱鎮圧作戦を支

援すると同時に、自らの政治的ライバルとの争いで優位を保つのである。こ

のように、反乱鎮圧に協力することによる見返りを活用し、国家安全保障の

名の下に一族の私的安全保障を推進するのである。

フィリピンでは、国家の能力の欠如が、社会諸集団や国家機構の特定の集

団・派閥とのパトロネージあるいはクライエンテリスト的紐帯によって補わ

れることが常態化している。アビナレスによると、国家の存続はこのような

「相互応化（mutual accommodation）」に帰されるが 30）、これが中央と地方の

政治勢力の関係を規定するため、国家の上層部が地方における権力基盤を法

制度や礼儀作法を犠牲にしてまで構築する行為を生み出しているのである 31）。

（3）　制度の運用：補助部隊と政治家の癒着

そもそも補助部隊に関する制度の在り方が、補助部隊要員と政治一族との

癒着関係を生み出し、強化し、私兵団という私的な暴力手段に合法性を付与

するものとして機能している。

上述した SCAAは法制度上、国軍の監督下に置かれているが、実際は、配

備されている地方自治体や企業の指示を受けている。上述したように、SCAA

は地方自治体や企業に配備され、配備先から手当てを受ける。地方自治体の

長は多くの場合地元の有力政治一族のメンバーであるが、SCAAの要員が雇

用主である政治家に忠誠的になることは自然であり、この制度が国家の補助

部隊の私兵化に合法性を付与するものとして機能していると言っても過言

ではない 32）。また、SCAAではない CAFGUの場合でも、地元の政治家がメ

ンバーの選定に関与するため、有力政治一族の私兵が補助部隊要員の装いを

与えられ合法化されるという機能を果たしてしまっている 33）。

CVOと地元政治家との癒着関係はより鮮明である。CVOの要員選定にお

いては、バランガイの委員会が基準に基づき候補者の審査を行い、審査結果
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を踏まえてバランガイの長に推薦する。この過程で、バランガイの長が申請

者のなかで自身の親族や政治的支持者を優先する恐れは十分ある 34）。

法制度上、CVOは警察の監督下に置かれることになっており、その警察は

市長の監督下に置かれることになっている 35）。これに加え、地方の自治体首

長に付与されている CVOの運営に対する財政的権限が、地方政治家が CVO

の忠誠を「買う」ことを可能としている。CVOの生活手当てが任務に就く地

方自治体や企業によって賄われていることにより、操作されやすくなるし、

忠誠に対する見返り目当てに政治家のボディーガードや補佐役になるなど

の付加的なサービスを引き受けることが常態化している。こうした地方政治

家や一族による CVOの事実上の私兵化を防ぐメカニズムはない 36）。

補助部隊のみならず、正規の警察官も地元政治家と癒着する。1991年に、

1987年憲法に基づき、これまで国防省にあった警察の監督権が内務自治省に

委譲された 37）。これにより、地方自治体の市長や知事に、地元の警察組織に

対する諸権限が委譲された。その結果、警察官の人事に州知事の推薦が必要

となり、国家警察は人事において独立性を失うこととなった。また、警察が

十分な装備品、人員、情報網を持たない地域では、地方自治体の首長がしば

しばそれらを提供するため、警察と地方自治体首長は癒着しやすい状況にあ

る 38）。

4.　マギンダナオ州の事例：アンパトゥアン家とアロヨ政権の関係

本節では、セキュリティ・ガバナンスにおける国家と有力政治一族の関係

を、ミンダナオ島マギンダナオ州に地盤のあるアンパトゥアン家とアロヨ政

権（2001年～ 2010年）との関係を取り上げ、両者のインセンティブ、私兵

団と補助部隊の関係に着目して検討する。
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（1）　マギンダナオ州と政治一族

ミンダナオ島中西部に位置するマギンダナオ州は、1996年の政府と MNLF

の和平合意後に発足した MNLF主導の ARMMの一部となったが、武装闘争

を継続する MILFが実行支配する地域が州内に残った。そのため、依然とし

て MILFの根拠地が複数存在する地域であるとともに、私兵団を擁する政治

一族間の対立が激しく、さらにはテロ・犯罪組織関係者が活動・潜伏し、未

登録の銃器が氾濫する地域でもある。また、国内でも低開発・貧困の蔓延が

深刻な地域である。

他の ARMMの州も同様であるが、マギンダナオ州では、有力政治一族が地

域の支配権を争っていた。同州および隣接する地域に伝統的に地盤を持つ有

力政治家は、アンパトゥアン家、マングダダトゥ家、シンスアット家、マタ

ラム家、マストゥラ家などがある 39）。いずれの一族も多かれ少なかれ私兵団

を擁しており、マギンダナオ州には20の私兵団が存在するとみられている 40）。

政治家による私兵団の保有はフィリピン全土で散見されることであるが、ミ

ンダナオの紛争地域では、反政府武装勢力が強力であることや流通する武器

の火力が高いことなどから、国内安全保障や住民生活に対するインパクトが

特に大きい。

このようなマギンダナオ州の大半の地域には、国家の統治が十分には及ん

でいない。そのため、MILFやテロ組織を対象とした国内安全保障において、

政府は現地の有力政治一族をパートナーとしたのである。1990年代以降は、

アンパトゥアン家がその代表格であった。

アンパトゥアン家は、この地域で主なライバルであるマングダダトゥ家や

MILFの現地部隊司令官と対立、勢力争いを繰り広げてきた政治一族である。

同家は 2009年の時点で、マギンダナオ州知事や同州内 22の市町村首長を輩

出していた。同家の勢力拡大はアロヨ政権下で急速に進んだ。以下では、ア

ロヨ政権とアンパトゥアン家の関係を中心に、地域におけるセキュリティ・

ガバナンスの実態を検討する。
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（2）　アロヨ政権とアンパトゥアン家

アンパトゥアン家はイスラム教徒であったが、ミンダナオ島中西部でイス

ラム勢力の反乱に対応する歴代政府にとっては忠実な同盟者であった。アン

パトゥアン家と同地域の MILF部隊司令官との武力衝突にはリドの要素が

あったが、実際はそう単純ではなく、政府の国内安全保障作戦に関係する場

合もあった。マギンダナオ州の住民は、アンパトゥアン家の私兵団と国軍部

隊を同一視し、同家が、台頭するイスラム教徒の指導者を自らの支配への脅

威とみなし攻撃することが、国軍の作戦と関連し紛争を発展させたと考えて

いる 41）。

一族の長であるアンダル・アンパトゥアン（以下、アンダル）はマルコス

政権期からすでにマギンダナオ州マガノイ市の支配者であったが、1986年 2

月の民主化により大統領になったコラソン・アキノに罷免され、国家資源へ

のアクセスを失った。しかし、1987年に新憲法下で実施された最初の選挙

で、アンダルはマガノイの市長に復帰した 42）。

アンパトゥアン家の台頭が顕著となったのは、アロヨ政権下の 2001年地

方選挙の際であった。アンダルが、国軍と国家警察の全面的な支援により、

マギンダナオ州知事選挙で現職で最初の ARMMの知事も務めたザカリア・カ

ンダオに勝利したのである。政府がアンダルを支持したのは、現職のカンダ

オを MILFの関係者あるいは MILFに同情的な人物であると認識したからで

あった。その後アンダルは、アロヨ大統領が 2004年の大統領選への出馬を

決断した際、公に支持を表明し決断を後押しした。そして選挙期間中、ARMM

におけるアロヨの強力な集票役として活躍し、当該地域の票数でアロヨを大

衆人気のある対立候補に圧勝させた。この選挙時の「功績」により、アンダ

ルは、マギンダナオ州のみならず ARMMにおける大統領の新たな「選ばれし

者」となった。翌 2005年の ARMM知事選挙では、アンダルの息子のザル

ディ・アンパトゥアンが政権の後押しを得て与党から立候補し当選した。ア

ロヨ政権は、ARMMの知事として、より扱いやすく予測可能な人物を望んで
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いた。それが非MNLF系で、MILFとの戦闘で政府に協力してきたアンパトゥ

アン家の人物であった。

アンダルは、一族のメンバーを州の様々な政治的ポストに任命したり、他

方で、忠誠的ではないとみなした市長たちを孤立させたりすることで権力を

掌握していった。彼は 2004年にマギンダナオ州知事に再選し、2007年に三

選を果たした。2007年の選挙までに、マギンダナオ州内の 27人の市長の大半

が、彼の息子や孫を含むアンパトゥアン家のメンバーによって占められた 43）。

このような両者の関係形成には、双方に働く次のようなインセンティブが

影響している。まず、アロヨ大統領や国軍としては 44）、紛争地域であるマギ

ンダナオ州の有力政治一族を活用して国内安全保障作戦を実施したい。また

大統領は、選挙の際に同家をミンダナオ中西部の集票組織として活用した

い。実際、2004年と 2007年の選挙の際、アンパトゥアン家が、アロヨ本人

や与党候補者を勝たせるため選挙不正を行ったとの報告もある 45）。他方、ア

ンパトゥアン家とすれば、国家の最高権力者である大統領との関係を良好な

ものとすることで、国家資源へのアクセスを強固にし、ミンダナオにおける

同家の支配を拡大・強化したい。加えて、後述するように、大統領や国軍と

の関係を築くことで、支配の手段としての暴力装置の保持・増強・正当化が

可能となるというインセンティブもあった。

（3）　アンパトゥアン家の私兵団と国家の補助部隊

アロヨ政権下でアンパトゥアン家の私兵団は大幅に増強したが、構成員の

多くが国軍や警察の補助部隊要員であった。

2006年、アンパトゥアン家の私兵団と MILFの第 105部隊の間に大規模な

武力衝突が発生した。その後、国軍は、アンパトゥアン家のメンバーが首長

となる地方自治体に新たに 4つの SCAA大隊を許可した（1大隊あたり 88名

の CAFGUと 12名の正規兵で構成される）46）。2009年 11月の時点で、スル

タン・クダラート、北コタバト、マギンダナオの各州に、合わせて 2000名
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の SCAAが配備されていたが、少なからぬ数の SCAAの要員が、アンパトゥ

アン家が実権を握る地方自治体と直接契約しているため、同家の私兵とな

り、MILFや新人民軍との戦闘のみならずライバル一族を服従させる際にも

利用されていた 47）。

加えてアロヨ大統領は、大統領令 546号を発行し、反乱鎮圧作戦において

CVOを補助部隊として利用することを認めた。同大統領令は同時に CVOの

武装を正当化する法的根拠と解釈され、CVOの武装化が一層進んだ 48）。上述

した一般的な癒着関係からアンパトゥアン家の私兵団にはすでに多くの

CVO要員がいたため、この大統領令は事実上、アンパトゥアン家の私兵団の

武装強化を国家のお墨付きと資源により後押しするものとなった 49）。

制度上、CVOは警察に、SCAAは国軍に任務にかかわる報告をすることに

なっている。しかし、マギンダナオ州では実際は、配備される地方自治体の

首長（この場合はアンパトゥアン家）に報告していた。また、これらの組織

内の階級は、公式な基準ではなく、アンパトゥアン家から信頼されているか

どうかによって決まっていた。さらに、CVOや SCAAの要員になる者の中に

は同家の親族や支持者が多くいた 50）。つまり、マギンダナオ州に配備されて

いる様々な補助部隊は、事実上アンパトゥアン家の指揮下にあった。以上の

ような結果として、後述するマギンダナオ虐殺事件の際には、アンパトゥア

ン家はおよそ 5000名から成る大私兵団を抱えるようになっていた 51）。

次に、アンパトゥアン家が保有する武器について言及しておきたい。2009

年の虐殺事件の時点で、アンパトゥアン家はおよそ 5000の武器を保有して

いたと推定されている。こうした武器には 3つの出どころがある。第 1に、

民間業者から買われ地元警察に寄付された武器、第 2に、非合法に流通する

武器、第 3に、政府保有の武器、である 52）。事件後にアンパトゥアン家から

押収された銃器の多くには国防省のマークがついていた（つまり政府が保有

しているはずのもの）が 53）、その理由としては、紛争との関連で拡散した武

器、闇市場経由の武器、国軍が SCAAに支給する武器などがあったためであ
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る。国軍の広報官によると、1970年代から 80年代にかけての MNLFとの戦

闘において、アンパトゥアン家が国軍の協力者だったため、国軍が同家に武

器を提供していた。1996年に政府が MNLFとの和平を締結した後、武器は

回収されるはずであったが、続いて深刻化した MILFとの戦闘においてもア

ンパトゥアン家が協力者であったため武器を提供し続けた。これらの武器を

依然としてアンパトゥアンが保有していたのである。また、国軍とアンパ

トゥアン家が武器を売買していることや、国軍が同家に未登録の銃器を提供

しているとの報告もある 54）。国軍幹部によれば、国軍が MILFとの戦闘でア

ンパトゥアンの協力を仰いでいる限り、同家からの武器弾薬提供の要求を断

ることはできないという 55）。

（4）　マギンダナオ虐殺事件

以上のように、ミンダナオ島の紛争地域における MILFなどへの対応とい

う国内安全保障に政府・国軍がアンパトゥアン家の協力を得るなかで、同家

による私兵団の増強や国軍・警察補助部隊の私物化が容認・促進されていっ

た。マギンダナオ州におけるセキュリティ・ガバナンスの形成は、それを担

う非国家主体の力を国家の容認の下で増大させたのである。それが結果的に

悲劇を引き起こすこととなった。

2009年 11月 23日、マギンダナオ州知事選挙に出馬予定のイスマエル・マ

ングダダトゥの妻と支持者やメディア関係者一行が、立候補届を提出するた

め車列を組んで州都に向かう途中、100人以上のアンパトゥアン家の私兵団

に襲撃され、同行したメディア関係者 32名を含む 57名が殺害され、車両ご

と現場近くに埋められるという事件が発生した（「マギンダナオ虐殺事件」）。

マギンダナオ州や周辺地域でアンパトゥアン家とマングダダトゥ家は政治

的ライバル関係にあるため、政敵排除の目的でアンパトゥアン家が襲撃を実

行したとみられている。襲撃に参加した同家の私兵団には多くの CAFGU、

CVO要員や警察官が含まれていた。ちなみに、イスマエル・マングダダトゥ
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本人は立候補の届け出に同行しておらず難を逃れている。

事件後、マギンダナオ州には戒厳令が布かれ、アンパトゥアン家の私兵団

解体、武器弾薬の押収が行われた。アンダル、ザルディの親子を含む関係者、

実行犯の一部は逮捕され、現在も裁判が進行している 56）。しかし、依然とし

て同州の地方自治体首長ポストのいくつかには、同家のメンバーが就いてい

る。

おわりに

フィリピンでは、政府が国内安全保障を推進する際に国家の能力や資源の

欠如を非国家主体の活用により補うなかで、セキュリティ・ガバナンスの状

況が生じてきた。アビナレスの言葉を借りれば、中央政府と地方の有力政治

一族の「相互応化」の結果であると言えよう。また、セキュリティ・ガバナ

ンスの形成は、有力政治一族の支配を追認する形で進められた。こうした

フィリピンの事例が示唆することは何であろうか。ここでは 2点挙げておき

たい。

第 1に、セキュリティ・ガバナンスの形成は、それを担う非国家主体の力

を国家の容認の下で増大させ、意図しない帰結をもたらすことがある。アロ

ヨ政権下のアンパトゥアン家については、これほどまでに地方の政治一族が

強力になったことはないと指摘される 57）。繰り返すまでもなく、アロヨ政権

とアンパトゥアン家との共存共栄の関係が、同家の支配拡大と強化を促進し

た。このようなセキュリティ・ガバナンスの形成は、非国家主体の強大化に

つながり、国家が領域内における自らの統治力の拡大や組織的暴力の独占を

目的とするのであれば、長期的にはネガティブなインパクトを与え得る。

第 2に、本稿で取り上げた国家安全保障に関わるセキュリティ・ガバナン

スの陰では、住民の安全に対する問題が生じていた。CAFGUや CVOといっ

た補助部隊は、訓練や教育が不十分で武力の乱用や人権侵害などが大きな問
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題となってきた。アロヨ政権下、アンパトゥアン家の私兵団による民間人へ

の人権侵害事件についての報告が多数あったにもかかわらず、政権は同家に

揺るぎない支持を提供し続け、警察は人権侵害事件について捜査しようとは

しなかった。結局のところ、政府のどの機関も、アンパトゥアン家の権力を

チェックしたり、蛮行を抑制したりしようとはしなかった 58）。さらに、アン

パトゥアン家が地方自治体を支配することでアロヨ政権より得た資源は、同

家の資産を増加させた一方で、住民生活の改善に用いられることはなかっ

た。マギンダナオ州の貧困率は、1997年に 41.6パーセントだったのが、アン

パトゥアン家の支配が確立した後の2006年には62パーセントに上昇した 59）。

政権が地方の有力政治一族をパートナーとするセキュリティ・ガバナンス

は、現地住民のためのガバナンスにはなっていなかったのである。

有力政治一族が私兵団を擁して地方を支配する状況は、マギンダナオ州や

アンパトゥアン家に限ったことではない。ミンダナオや他のフィリピン各地

の紛争地域に複数存在し、そうした一族のいくつかは、反乱鎮圧作戦におい

て政府・国軍の協力者となっている。そして私兵団には、アンパトゥアン家

のように、国家の治安機構の補助部隊要員が、政府や国軍との合意の下で数

多く参加している。フィリピンにこうした状況が生まれているのは、おそら

く国家建設過程などの歴史的な要因が作用しているが、そうした経路依存性

の解明や歴史的分析は別の機会に行いたい。

アンパトゥアン家失脚後のマギンダナオ州であるが、2010年の知事選挙で

はアンパトゥアン家の政敵であるイスマエル・マングダダトゥが当選し、ア

キノ 3世政権の与党に移籍した。2012年の政府とMILFとの和平にむけた枠

組み合意成立後、同州では、MILFから分離した BIFFが一部地域を実効支配

し武装闘争を継続しているため、政権が、MILFやマングダダトゥ家との協

力の下で、BIFFに対応している。このように、セキュリティ・ガバナンスは

再編され存続している。
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